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文部科学省・気候変動適応技術社会実装プログラム(SI-CAT)にて，地方自治体が今後の気候変動適応策

を立案するうえで必要とする気候モデル計算条件と，気候変動影響等の閲覧ツールに関するヒアリング調

査を実施した．前者の調査では，気候シナリオの空間解像度，時間解像度，気象要素，計算対象年代など

の10項目，後者の調査では，それらに閲覧ツールのインターフェイスなどを追加して質問項目を設定した．

調査の結果，農業，防災，健康，暑熱などの分野ごとに気候モデル計算条件設定，気候変動影響等の閲覧

ツールのいずれについても，ニーズの相違点と共通点が認められ，多種多様であった．気候変動影響は地

域によって様々であること，気候変動適応の取り組みの段階が異なることなどが背景として考えられる． 
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1. はじめに 
 

2018年6月に「気候変動適応法」が衆議院で可決され

た1)．気候変動による被害の軽減を図り，気候変動によ

る便益を活用する気候変動への適応に取り組むことが

法として定められた．文部科学省では，2015年12月から

この気候変動への適応に関する研究プロジェクト「気

候変動適応技術社会実装プログラム(略称: SI-CAT)」を

開始している．著者らが所属する法政大学地域研究セ

ンターは，様々な気候変動適応技術を円滑に社会実装

する手法を開発する「社会実装機関」としてSI-CATに
参画している． 
その役割は広範にわたり，これまでに地方自治体に

おける気候変動適応計画の策定過程やその阻害・促進

要因の明確化(Baba et al2))，気候変動リスクアセスメント

手法の開発(馬場他3))，気候変動や影響評価の専門家と

行政職員によるコデザインワークショップの運営(岩見

他4)，岩見他5))，専門家とステークホルダーらとの協働

による長期的なリスクを見通す地域適応シナリオの開

発(岩見他6))，気候変動リスクに対する人々の認知や態

度の解明(小杉他7)，小杉他8)，岩見他9))などを実施して

きている． 
このような中で，社会実装機関の重要なミッション

の1つとして，気候変動予測に関する自治体ニーズの把

握が挙げられる．2016年1月に開催されたSI-CAT気候シ

ナリオ検討ワーキンググループ(WG)第1回会合では，気

候モデルの計算条件設定に関わる自治体ニーズ調査を

早急に実施することが，多くの気候モデルや影響評価

の専門家より求められた．これは，SI-CATが自治体の

ニーズに基づいた気候モデルの出力結果や影響評価の

結果が求められているプロジェクトであること，計算

条件設定を早めに確定できれば，膨大な時間を要する

気候モデルの計算時間をより長く設定できることなど

が理由である． 
また，SI-CATでは，気候変動の各種影響評価結果や

適応策の効果を閲覧可能なツール「SI-CATアプリ」の

開発が計画された．これは，自治体や企業の利用を想

定し，ウェブアプリケーションとして提供され，様々

な科学的知見を実装するものである．このため，SI-
CATアプリWGが2016年4月に設置され，当該WGにて設

計に活用するための自治体のニーズ情報の収集が企図

された． 
以上の背景を受け，著者らは以下の2種類の調査を実

施した．第1回目調査は，「気候モデルの計算条件設定」

に関わる自治体ニーズ調査であり，第2回目調査は，気

候変動に関する様々な影響評価の結果や適応策の効果
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を閲覧するツール「SI-CATアプリ」に関する自治体ニ

ーズ調査である．本稿では，このような気候モデルや

影響評価の専門家が求める技術的な側面に対する自治

体行政のニーズについて調査した結果を報告する． 
 
 

2. 調査の実施方法 
 
2つの調査の実施要領を表-1に示す． 
まず，第1回目(気候モデルの計算条件設定)調査の質

問票には，表-1左側欄に示すように，気候モデルの計算

条件設定に関する10件の質問項目を記した．また，調

査の前提として以下の説明を記した．(1) SI-CATで実施

する気候変動予測には，モデル自治体を対象とした詳

細な予測と，日本全国を対象とした予測の2種類がある

こと．(2) それらの予測を実施する上で必要となる気候

モデルの計算条件設定について尋ねること．(3) 回答は

自治体として公式なものである必要はないこと．(4) モ
デル自治体に属する研究機関の担当者が日常の業務を

行う上で感じていることを基に回答すること． 
ヒアリング調査は訪問面接形式にて行い，その場で

回答を得ることを基本とした．回答は，自治体行政担

当者からも得ているものの，主として，○×県環境保

全研究所といった自治体研究機関に所属し，気候シナ

リオを扱い得る担当者，或いは，そういった機関が存

在しない自治体では同席した地元大学の研究者から得

ている．一部の自治体では，訪問調査に先行して電話

ヒアリング調査を実施した．この場合は後者のみから

回答を得た． 
調査終了後に，自治体の回答結果を記入した回答シ

ートを筆者らで作成し，自治体の研究機関と行政機関

の両者宛に送付し，内容の確認と文言の訂正を得たう

えで正式な回答とした．中には，独自の回答形式で提

出されたものもあったが，これらについては筆者らが

質問項目の回答に該当する内容を選び出し，回答シー

トに転記した．なお，回答シートはニーズが大きく異

なると想定される影響分野ごとに作成した．特にSI-
CATモデル自治体である長野県は4つの影響分野(農業，

生態系，暑熱，防災)を取り扱うことから，回答シート

は4枚となった．他の自治体は1つの影響分野しか扱わ

ないため，回答シートは各1枚となっている． 
次に，第2回目(気候変動影響等の閲覧ツール)調査の

調査対象は，著者らが2015年度末に全国の都道府県，

政令指定都市など155団体を対象として実施した質問紙

調査の結果より特徴的な回答が得られた21団体である．

主として環境部局が中心であったが，一部の自治体で

は，農業部局や防災部局，自治体研究機関も同席した． 
ヒアリング調査は訪問面接形式にて行い，その場で

回答を得ることを基本とした．その際，気候変動影響

等の閲覧ツールとしてのSI-CATアプリの具体的なイメ

ージを想起させることを意図して，SI-CATアプリの概

要や操作画面の例などを記した「SI-CATアプリ紹介シ

ート」を作成し，提示した(図-1)．これを見ながら，表-
1右側欄に示すような質問項目に対して回答を得た．  

表-1  ニーズ調査の実施要領 
第 1回目(気候モデルの計算条件設定)調査 第 2回目(気候変動影響等の閲覧ツール[SI-CATアプリ])調査 

調査期間 2016年 1月～3月 調査期間 2016年 7月～11月 
調査対象 埼玉県(環境・研究機関)，長野県(各部局・研

究機関)，茨城県・鳥取県(防災・大学)，茨城

県(農業・大学)，岐阜県(防災・大学)，佐賀

県(防災・大学)，高知県(大学) 

調査対象 川崎市，相模原市，宮城県，横浜市，北海道，

京都市，兵庫県，柏市，茨城県，徳島県，愛媛

県，仙台市，福岡県，長崎県，福岡市，神奈川

県，福島県，岩手県，石川県，金沢市，大阪市

の環境部局，農政部局，防災部局など 
調査項目 空間解像度(1km，100m，1m)，時間解像度(月

別値，日別値，時別値，10 分値)，気象要素

(気温[平均気温・最高気温・最低気温]，降水

量，日射量，日照時間，相対湿度，風速，

その他)，計算対象領域，計算対象年代(近未

来，21 世紀末，その他)，近未来の定義(2030
年，2040年，2050年，2030～2050年平均，そ

の他)，2℃/4℃上昇時の予測値が良いか・年

代別の予測値が良いか，年代別時系列変化

データの必要性，極端現象の取扱いなど 

調査項目 1kmメッシュに加えて必要となる空間集計値，予

測の時間解像度，予測結果の期間平均年数，近

未来の想定年代，望ましい予測ケース数，確率

的表示の有用性，気候指標・影響評価指標の追

加希望，自治体の独自収集データとその利用可

能性，ダウンロードする予測結果のファイル形

式，マップの凡例変更機能，背景地図の追加希

望，予測結果に重ねる分布情報の追加希望，SI-
CATアプリの利用心の想定，SI-CATアプリへの機

能やツールの追加希望など 
 

図-1  調査の際に使用したSI-CATアプリ紹介シートの一例 
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3. 気候モデルの計算条件設定に関する調査結果 

 
表-2に，SI-CATモデル自治体がもつ気候モデルの予測

計算条件設定に関するニーズを集約した．以下にその

概要について説明を加える． 
 

(1)  空間分解能 

SI-CATモデル自治体が気候モデルに求める空間分解

能は，農業分野と防災分野が100m～1km，生態系分野

が100mという回答であった．最も詳細な空間分解能が

必要とされたのは暑熱分野であり，1km，100mに加え

数mの空間分解能が挙げられた．暑熱分野では都市のビ

ルの間を通る道路空間(ストリートキャニオン)での気温

分布などの影響評価が予定されており，その予測には

数mの空間分解能が必要となるためである． 
 

(2)  時間分解能 

SI-CATモデル自治体が求める時間分解能は，生態系

分野が月別値，農業分野が日別値，暑熱分野が時別値

であった．暑熱分野は時間分解と空間分解能の両方で，

解像度の高い予測が求められた．防災分野は時別値を

基本とするが，月別値から10分値まで多様な回答が得

られた．10分値は集中豪雨などの短時間豪雨に関する

将来予測情報として必要とされた．沿岸防災を対象と

するため気候モデルではなく海洋モデルの出力値を影

響評価に用いる茨城県／鳥取県では，時間分解能は月

別値で良いとされたが，極値統計値が必要とされた． 
 

(3)  気象要素 

SI-CATモデル自治体に必要とされた気象要素を表-3に
まとめた．農業，生態系，暑熱分野に共通する傾向と

して，気温，降水量，日射量，日照時間，相対湿度，

風速の6気象要素が必要とされたことが挙げられる． 
これに対して防災分野では，降水量の予測ニーズが

突出して高かった．岐阜県は河川氾濫と浸水被害を課

題としているが，必要とする気象要素は降水量のみで

あった．防災分野でも高知県では，気圧や風向等を含

む多くの気象要素が必要とされた． 
生態系分野では，積雪深や土壌水分量などの雪や土

壌に関する予測ニーズが挙げられた． 
沿岸防災を扱い海洋の予測を主眼とする茨城県／鳥

取県が必要とする気象要素は，当然ながら水温や海水

位，波高などの海に関する内容であった． 
 

(4)  計算対象領域 

長野県からは，県内の特定の都市や市町村レベルと

いった，より狭い範囲の計算領域設定が求められた．

一方，岐阜県からは県に流入する河川の流域を含むよ

うに計算領域を設定することを求められた．高潮を予

測対象とする佐賀県からは外洋まで，高知県からは総

観規模まで計算対象領域を広げることを求められた．

このようにモデルの計算領域は，予測対象により様々

であり，モデル自治体ごとに異なる対応が必要である

ことがわかった． 
 

(5)  計算対象年代，近未来の定義，年代別時系列変化デ

ータの必要性 

モデル自治体に必要とされた気象要素を表-3にま

とめた計算対象年代については，多くのモデル自治

体は近未来を予測対象に挙げており，2100年までの

予測希望が挙げられたのは生態系分野1課題と，暑熱

分野1課題の計2課題のみであった．また，特定の年

代に決められないとするモデル自治体，土砂災害や

凍霜害などの早期警戒情報として，数時間後から数

日後，1日後から2週間後までの予測を希望するモデ

ル自治体もあった．後者については農業分野からの

強い予測ニーズがあるため，早期警戒情報は有効な

気候変動適応策として現場に広く普及する可能性が

ある．一方，早期警戒情報はSI-CATで取り扱う将来

予測の範囲から外れることが懸念された． 
近未来の定義については，2030年または2030年頃

を挙げたのが2課題，2040年，2050年頃がそれぞれ1
課題，2050年頃が1課題，2031～2050年を挙げたのが，

生態系分野1課題と防災分野1課題の計2課題と，近未

来の定義は多様であった．農業分野では，必要とす

る予測情報は5年，10年，15年先であると回答する自

治体がある一方，防災分野では，インフラ施設更新

に資する予測情報を考えると2030年ではあまり現在

に近すぎ，近未来の設定は2050年頃が望ましいとの

考えも示された． 
年代別時系列変化データの希望については，必要

と不要が半数ずつに分かれた． 
 

(6)  年代別の予測か昇温量の予測か 

気候シナリオには不確実性があり，予測結果には予

測の幅が生じる．これまでの気候変動予測では，予測

の幅は特定の年代において予測される予測値の範囲と

して表現されてきた(21世紀末での気温上昇量の幅など)． 
一方，近年では，全球平均気温が産業革命以降4℃上

昇した際の気候シナリオ(d4PDF)が作成されるようにな

った．SI-CATでは，同じく2℃上昇した場合の気候シナ

リオの作成も検討されている．この場合の予測の幅は，

世界平均気温の気温上昇量が2℃や4℃に到達する時期

の幅として表現される． 
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年代別の予測が良いか昇温量の予測が良いかという

問いは，気候シナリオの不確実性を，ある年代におけ

る予測値の幅として表現した方が良いのか，ある気温

上昇量に到達する時期の幅として表現した方が良いの

表-2  気候モデル計算条件設定に対する回答結果の一覧(自治体の影響分野ごとに集計) 



 

5 

か，と言い換えることもできる． 
本件については，7つのSI-CATモデル自治体10課題の

うち，5課題は年代別が良い，2課題は昇温量が良いと

回答した．残る3課題は両方あった方が良いとの回答で

あった．データ処理能力が高い研究機関を持つ自治体

は，データリッチな上記d4PDFの利用を念頭に，昇温量

を選択する傾向があるように見受けられた． 
 

(7)  極端現象の取り扱い 
7つのSI-CATモデル自治体10課題のうち，8課題は極

端現象の取り扱いが必要，2課題は不要との回答であっ

た．農業分野では高温障害，低温障害，強風や豪雨被

害，暑熱分野では高温影響，防災分野では集中豪雨，

台風，高潮被害などを評価するため極端現象の取り扱

いが必要とされた．防災分野においては，すべての自

治体から，極端現象の取り扱いが必要との回答が得ら

れた． 
 

(8)  出力データの形式 

希望する気候シナリオの出力形式は，気候モデルの

入出力形式であるNetCDF形式，GISソフトウエアでの利

用を想定したShape形式，データをテキスト形式で並べ

たASCII形式など多様であった．モデル自治体で必要と

される影響評価モデルへの入力形式を念頭に回答して

いる傾向も見受けられた． 
 

(9)  小括 

以上に示した通り，SI-CATモデル自治体のニーズは

多種多様であった．気候変動の影響は地域により異な

り，関心となる対象も地域で異なる．また，気候変動

適応の取り組みの段階によっても、必要とされる情報

が異なってくる10)。このため今回の結果，すなわち設問

の多くで多様な回答が得られたことは，気候変動への

適応を考えるうえで当然のことであり，その対策，す

なわち地域ごとの適応策はオーダーメイドで検討する

必要があると考えられる． 
2016年2月に開催されたSI-CATの気候シナリオ検討

WG第2回会合では，本調査結果も加味しながらSI-CAT
技術開発機関の近未来／ダウンスケーリング班に属す

る各機関が，どのモデル自治体を担当するか定められ

た．その後は，モデル自治体ごとの小グループ内で，

モデル自治体と近未来／ダウンスケーリング班との協

議が行われている．その中で，気候モデルの計算条件

設定についても，モデル自治体側のニーズと，近未来

／ダウンスケーリング班側のリソースを秤に掛け，着

地点を探る調整が行われている． 
 
 

4. 気候変動影響等の閲覧ツールに関する調査結果 

 
図-2～14，表-4～5に，全国の自治体がもつ気候変動

影響等の閲覧ツール(ウェブアプリツール)に関するニー

ズを集約した．以下にその概要について説明を加える． 
 

(1)  空間分解能 

図-2は，1kmメッシュに加えて必要となる空間集計値

についての回答結果を示したものである．最も多い回

答は自治体全域であり，これに次いで，より下位の行

表-3  気候モデル計算条件設定に対する回答結果の一覧(気象要素抜粋) 
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政単位(県の場合は市町村)も多くなっている．これより

も稠密なものや粗いものについてはあまりニーズは高

くない．具体的には，「予測結果は自身の自治体以外

は見えないようにしてほしい」と回答する自治体があ

る一方で，別の自治体からは「競合他県の予測情報を

見たい」というニーズも示された． 
 

(2)  時間分解能 

図-3は，望ましい予測の時間解像度を示したものであ

る．年別値という回答が最も多く，次いで月別値も多

く挙げられている．日別値についても少なくはなく，

これはコメントにもあるように，本来であれば分野別

に大きく異なるニーズを持つものである．農業分野で

は具体的には，「農作物の品質等であると年単位にな

る」，「農作物についても月別値が必要．収穫に関わ

る9月の高温予測などを想定」，「農業では積算温度が

必要なので結局日別値が必要」などと異なるニーズが

あることが示された．暑熱分野からは，「ヒートアイ

ランドであれば日別値がほしい．夜間，時間別もほし

い」とさらに細かい時間分解能のニーズが示された． 
 

(3)  予測結果の期間平均年数 

図-4は，望ましい予測結果の期間平均年数を示したも

のである．これは，図-3で示された時間分解能をどれく

らいの期間の平均値として求めるものかを尋ねたもの

である．10年という回答が最も多いものの，適切な判

断ができないとする回答が次いで多く挙げられており，

これはむしろ提供する側の判断に任せる認識も多い．

逆に，ユーザー側で選択できるような提供方法もあっ

た方が良いのではないかとの回答も得られた． 
 

(4)  予測結果の期間平均年数 

図-5は，望ましい近未来の想定年代を示したものであ

る．2030年頃という回答が最も多く，2050年頃という回

答が続いている．これは，パリ協定における温室効果

ガス削減に関する日本の約束草案の中期目標と長期目

標が2030年と2050年に設定されていることと呼応してい

ると考えられる．ただし，分野によって異なるためユ

ーザー側で選択できる提供方法へのニーズがここでも

示された． 
 

(5)  望ましい予測ケース数 

図-6は，望ましい予測ケース数について示したもので

ある．3ケース，4ケースという回答が多く，具体的に

は，RCP2.6と8.5との間に1ケースか2ケースがあると分

かりやすいとの認識であると考えられる．また，1ケー

スだけで良いとの回答はあまり多くはなく，べつの質

問項目では，確率的表示の有用性についても肯定的な

評価が多い結果も示されており，一定の幅で示される

ことが支持されている． 
 
(6)  気候指標・影響評価指標の追加的なニーズ 

表-4は，追加的に提供されることが望ましい気候指

標・影響評価指標について示したものである．筆者ら

が多くの選択肢を提示したわけではなく，比較的自由

に回答を得たため，様々な分野の様々なレベルの指標

が挙げられた．調査対象のいくつかの自治体では何ら

かの形で適応計画が策定されており，そこで一定の懸

念が示された影響に関連して出されたものが含まれる

と考えられる． 
 
(7)  予測結果に重ねる分布情報の追加的なニーズ 

図-7は，予測結果に重ねて追加的に提供されることが図-2  1kmメッシュに加えて必要となる空間集計値 

図-4  予測結果の期間平均年数 

図-3  予測の時間解像度 
図-5  近未来の想定年代 

図-6  望ましい予測ケース数 
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望ましい分布情報を示したものである．利用可能な地

図情報や分布情報をすべてとする回答が最も多く挙げ

られた一方で，行政界のみが記された白地図上で追加

は不要とする回答も多かった．とはいえ，他に土地利

用や河川・水域，地形情報，植生分布など様々な情報

との連携が指摘されており，基本的には各分野のニー

ズに応じて選択可能な複合的な情報提供であった方が，

適応策の立案には有益であることがうかがえる． 
 
(8)  SI-CATアプリの想定される利用シーン 

図-8は，SI-CATアプリの想定される利用シーンについ

て示したものである．「庁内での予算要求や対外的な

説明に使いたい」，「行政職員が説明可能な資料にし

てほしい」といった具体的なニーズが多く挙げられた．

これに関連しては，「データに根拠があり信頼性が保

障でき“責任ある機関が出しているという数字です”

と言える方がよい」，「予測結果がどこまでオーソラ

イズされているかによって使い方は変わってくる，単

なる研究結果以上のものが望まれる」など，予測の発

行機関の信頼性をめぐる指摘も多数から挙げられた． 

(9)  SI-CATアプリの機能やツールの追加的なニーズ 

表-5は，以上の他に追加的に提供されることが望まし

いSI-CATアプリの機能やツールについて示したもので

ある．挙げられた回答は，インタフェースに関するも

の，コンテンツに関するもの，利用形態に関するもの

に大別された．具体的な例の1つとして，「将来は，現

在の○○県と同様の気候になる」いうことがわかる機

能が挙げられている．このような例えは，しばしば講

演会で講師が提示するケースが増えてはいるものの，

分かりやすい情報提示機能がアプリに実装されること

は，行政にとっても気候変動影響の理解を一般市民ら

から得るハードルをさらに下げるものと考えられる．

また，影響評価結果を基に行政がすべき内容を示すカ

ルテのような診断機能も挙げられ，いまだ適応策とは

何か，どのようなメニューがあり得るのかについて，

理解が浸透していない段階において関心が高い様子が

うかがえる． 
 
(10)  小括 

このように，SI-CATモデル自治体だけでなく，全国

 気候指標: 気温指標すべて，真夏日日数(3件)，猛暑日日数(3件)，積算気温，降水量の指標(2件)，降水量(1時間値 20mm，
24時間値 50・80・100mm)，無降水日数，台風に関する指標(台風の接近数なども)，雪の指標，融雪時期，風速，日射量 

 水資源・水質指標: 海面上昇量，海水温(2 件)，水温(沖合を含む)，ダム湖などの水体の水温，流氷の指標，沼の水質，ク

ロロフィルA濃度 
 災害指標: 水害関係の指標，水害予測，都市水害，浸水・河川氾濫，河川流出量，河川指標，土砂災害 
 健康指標: 熱環境分野の指標，熱中症リスク(2 件)，救急搬送者数(2 件)，WBGT など体感温度指数(2 件)，暑熱環境の悪

化，ヒートアイランド現象，感染症に関する項目，感染症感染リスク，蚊等の節足動物の分布可能域の変化 
 生態系指標: シカやイノシシなどの動物 
 農林水産業指標: 米(山田錦；酒米)，ウンシュウミカンに関する指標，ウンシュウミカン・タンカン・スダチなどの暖地

性の果樹，ナシ等の特産農産物，野菜，マツ・スギ等の一般的な樹種，回遊性魚介類，養殖に関する指標，海洋性魚介

類(特にノリやカキの養殖) 
 その他: 定番の情報の地域版，県の地域特性にあっているもの，提供される情報はすべてほしい，影響が大きそうなも

の，答えにくい，即答困難，希望が出てこない，特になし，既往の影響評価一覧表を送付し後日の回答待ち(2件) 

表-4  気候指標・影響評価指標の追加的なニーズ 

図-8  SI-CATアプリの想定される利用シーン 

図-7  予測結果に重ねる分布情報の追加的なニーズ 

 インターフェース: 簡単操作，エリア選択機能の強化(複
数のセル，複数のエリア選択機能など)，0℃以上気温が

上昇するエリアの選択機能，郵便番号での検索機能，

GIS データのインポート機能，データのアウトプット機

能，アプリ内部での作図機能，多彩なグラフ機能，2 画

面表示による比較機能(統一条件での図の比較) 
 コンテンツ: ビジュアルでわかりやすい内容の掲載，温

室効果ガス削減努力による影響の現れ方の変化を表示

する機能，「将来は，現在の○○県と同様の気候にな

る」いうことがわかる機能，影響評価結果を基に行政

がすべき内容を示すカルテのような診断機能，適応オ

プションの明確化，複数の影響評価の統合評価 
 利用形態: SI-CAT アプリの無料利用，プロトタイプの利

用希望，利用ガイダンス・用語集の作成，ユーザーサ

ポート・相談窓口の設置，民間ビジネスでの利用，そ

の分野のプロが試用できる「お試し期間」を設ける，

最新情報への更新機能 

表-5  SI-CATアプリの機能やツールの追加的なニーズ 
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の自治体を対象に行った調査でも，そのニーズは多様

であった．その背景には，各地域での気候変動影響の

出方，関心となる対象，適応策の取り組みの段階など

があり，これらによって必要とされる情報が変わって

くることが考えられる．一方で，想定される利用シー

ンなど，多くの自治体で共通するニーズも見られた． 
以上で収集したニーズは合計で702件となり，前述の

「SI-CATアプリWG」にて整理，分類し，対応の可否や

対応する機関の検討を行った(表-6)．この分類を基にSI-
CAT各機関で対応を進めている最中に，環境省A-PLAT 
(Climate Change Adaptation Platform; 気候変動適応情報プラ

ットフォーム)のウェブアプリケーションが開発され，

これと統合されることとなった．現在，SI-CATの様々

な成果をA-PLATで活用する試みが進められており，本

稿の結果もその一環としての活用が期待される． 
 
 
5.  おわりに 

 

本稿では，気候モデルや影響評価の専門家が求める

技術的な側面に対する自治体行政のニーズについて，

気候モデルの計算条件設定に関わるものと，気候変動

に関する様々な影響評価の結果や適応策の効果を閲覧

するツールに関するものの2つの調査結果を報告した． 
調査結果からは，気候変動適応に関する技術的な側

面に対するニーズが，SI-CATモデル自治体であろうと，

それ以外の全国の自治体であろうと，自治体の状況に

応じて多種多様であることがうかがえた．これは，気

候変動影響が地域により異なることに起因する必然的

なものともいえる． 
SI-CATでは7つのモデル自治体それぞれの地域に根差

したニーズに対応すべく，SI-CAT内の技術開発機関で

ある気候シナリオと影響評価のグループと連携しなが

らオーダーメイドで気候変動適応策の立案を進めてい

る．気候変動適応策法の施行に向けて，今後は各自治

体が独自の適応策を策定してゆくこととなる．その際

に，SI-CATモデル自治体などの先行事例が示され，各

自治体はそれらを参考に独自の適応策を立案してゆく

ようになると想定される．その際に本稿の結果だけで

なく，このようなコデザイン・コプロダクションの方

法が参照され，伝播していくことは，各自治体の適応

策立案の質的向上に役立つものと期待している． 
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